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1. 独立行政法人国際協力機構（JICA）とは



独立行政法人国際協力機構（JICA）

 （ は、我
が国の優れた人材・技術、資金を活用し、開発途上国の発
展を支援する政府開発援助

）の実施機関。

 技術協力、有償資金協力（円借款）、無償資金協力業務と
ともに、海外協力隊、国際緊急援助隊の派遣も担う。

 によるインフラ整備や人材
育成、政策制度整備を通じて、
開発途上国の産業育成や貿易投
資環境の改善にも貢献。
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JICAの強み

海外に約100ヵ所
（主に開発途上国）

国内に15ヵ所

50年以上の協力経験で
培われた途上国との
「人的ネットワーク」と

「信頼関係」

途上国事情に精通した
「職員」と国内外の
「外部専門家」

それらが持つ生きた
現地情報

・ASEAN各国はもちろん、
アフリカ、中東、中南米
等、世界中に拠点がある。

・年間、1万7千人(2017年
度)の途上国関係者(行官、
企業経営者等)に対して
日本で研修を実施。

・途上国の関係者との太い
パイプ。

・年間、1万人の専門家、1
千人の海外協力隊員を派
遣（2017年度）。

・国際協力人材として国際
協力キャリア総合情報サ
イト（PARTNER）に1万
2千人(2017年度)が登録。

拠点 人 情報
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2. JICAの民間連携事業の背景



ODAと民間資金

開発途上国へ流入する資金は、民間資金（Non-ODA）が大きく上昇し、
援助（ODA）をはるかに上回る割合を占める。
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JICAの民間連携の取り組み
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日本企業

官民連携

技術 アイデア
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国内外の拠点
ネットワーク

専門人材
公的機関との
つながり

支援

の達成、開発途上国の発展に貢献

のリソースを日本企業のビジネス展開に活用

援助対象の
開発途上国・
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3. フードバリューチェーン開発支援事業



概要
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過去行ってきたProduct Out（生産したものを売る）から
Market in（市場が求めるものを生産し付加価値を高

め流通させる）に転換し、市場志向型農業を実現する
ための支援を進めている。

農業投入財、生産、加工、流通及び消費・マーケティン
グを繋ぐプロジェクトを現在開発途上国において50件
以上実施。（うち、東南アジアだけで40件程度）。国内
でも10件以上の研修コースを実施し、日本国内の経
験・取り組みを紹介。

安心安全な農産物によるバリューチェーン強化、AIや
ICT技術を活用したスマートフードチェーン構築支援な
ども進めている。




